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不登校対策の現状や課題について

令和５年３月２９日（水）

資料１



１ 本市の現状

2



１ 本市の現状
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 令和3年度の本市の不登校児童生徒数は、小学校で947人、中学校で1,506
人となり、過去最多

 特に小学校において、不登校児童生徒数の増加の割合が著しい。

210 238 271 293 
378 

430 
529 

700 

807 

947 1,010 1,048 
1,003 980 

1,116 

1,242 
1,338 

1,389 1,370 

1,506 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

中学校
→10年間で約1.5倍

小学校
→10年間で約4.5倍

市立学校における不登校児童生徒数の推移 （人）



0.0人
5.0人
10.0人
15.0人
20.0人

0.0人
20.0人
40.0人
60.0人
80.0人

１ 本市の現状
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 政令指定都市で1,000人あたりの不登校児童生徒数を比較した場合、本市
は、小・中学校ともほぼ平均（中央値付近）の人数

令和３年度1,000人あたりの不登校児童生徒数（小学校・中学校）
＜小学校＞

＜中学校＞



１ 本市の現状
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 小・中学校ともに不登校の要因の半数以上が「無気力・不安」（全国でも
同様の傾向）

令和3年度市立小･中学校における不登校の主たる要因 ※教員が回答
0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

いじめ
いじめを除く友人関係をめぐる問題

教職員との関係をめぐる問題
学業の不振

進路に係る不安
クラブ活動・部活動への不適応
学校の決まり等をめぐる問題

入学、転編入学、進級時の不適応
家庭の生活環境の急激な変化

親子の関わり方
家庭内の不和

生活リズムの乱れ、遊び、非行
無気力、不安

上記の該当なし
小学校 中学校

※「令和3年度 川崎市立小・中学校における児童生徒の問題行動・不登校等の調査結果」より



１ 本市の現状
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 文部科学省が不登校児童生徒本人等に対し、直接、アンケート調査を実施
したところ学校や家庭など多種多様な要因がその背景にあることが判明

※本人が回答
0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0%

友達のこと（いやがらせやいじめがあった）
友達のこと（上記以外）

先生のこと
勉強が分からない

部活の問題
学校のきまりなどの問題

入学、進学転校して学校や学級に合わなかった
上記以外の理由で学校生活と合わなかった

親のこと
親の学校に対する考え

家族関係
家族の世話や家事が忙しかった

身体の不調
生活リズムの乱れ

インターネット、ゲーム、動画視聴、SNSの影響
兄弟姉妹等の影響を受けた

なぜ学校に行かなくてはならないのかが理解できない
その他

きっかけが何か自分でもよくわからない
特にきっかけはないと思う

無回答

小学校 中学校

学
校

家
庭

本
人

そ
の
他

〔全国〕最初に行きづらいと感じはじめたきっかけ（複数回答可）
※「不登校児童生徒の実態把握に関する調査」（R2／文部科学省）より



２ 国の基本的な考え方
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（令和元年10月25日）
不登校児童生徒への支援の在り方について（通知）

（平成28年12月14日公布）
義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の
確保等に関する法律

（平成29年3月31日）
義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の
確保等に関する基本指針

個々の不登校児童生徒の休養の必要性を踏まえ、状況に
応じた学習活動が行われるよう必要な措置を講ずる。

学校と⺠間団体との連携、ICT等を通じた支援等、多
様で適切な学習活動の重要性及び休養の必要性を踏
まえた支援

• 「学校に登校する」という結果のみを目標にするのではなく、児童生徒が自らの進路
を主体的にとらえて、社会的に自立することを目指す。

• 不登校の時期が休養等の積極的な意味を持つことがある一方で、学業の遅れなど社会
的自立へのリスクが存在することに留意する。



２ 国の基本的な考え方
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 誰一人取り残されない学校づくり
（専門職を活用したチーム学校による魅力ある学校づくり、心の健康保持に係る教育
の実施）
 不登校傾向のある児童生徒に関する支援ニーズの早期把握
（個別の学習支援や相談支援を実施するための「校内教育支援センター」の充実）
 不登校児童生徒の多様な教育機会の確保
（特⾊ある不登校特例校の設置推進、フリースクール等⺠間団体との連携促進、ICT
等を活用した「不登校児童生徒支援センター」（仮称）の設置促進）
 不登校児童生徒の社会的自立を目指した中⻑期的支援
（SC・SSWによるオンラインの活用等による教育相談の充実、関係機関等が連携し
た家庭教育支援の充実）

「不登校に関する調査研究協力者会議報告書〜今後の不登校児童
生徒への学習機会と支援の在り方について〜」（令和４年６月）



３ 本市の取組
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３ 本市の取組 本市の不登校対策の概観
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早期発見

未然防止

初期対応

事後対応

校内支援 校外支援
●かわさき共生＊共育プログラム

●校内支援体制づくり（支援教
育コーディネーター、スクー
ルカウンセラー、スクール
ソーシャルワーカー）

●担任等による丁寧な支援

●夜間中学校による学び直し

●通級指導教室での発達の課題
に応じた専門的指導

●教育相談センターの心理臨床
相談員による教育相談

●不登校家庭訪問相談員による
教育相談

●フリースクール等との連携

●別室での指導 ●ゆうゆう広場での支援

●ＩＣＴを活用した学習支援



３ 本市の取組 ①別室での指導に関する調査の実施
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 小・中学校において、教室に登校できない児童生徒に対し、学校内に教室
以外の「学習室」等を設けて、校内での居場所を確保する別室指導の取組
を行っている。

 本年度、各学校に対して、別室指導に関する調査を実施
１．調査目的 不登校児童生徒や登校の支援が必要な児童生徒に対する各学校の教室

以外での指導や支援の実態や課題を把握し、今後の不登校対策を検討
する上での参考とする。

２．調査内容 別室での指導の現状と課題について
３．調査対象 令和３年度中に別室での指導を行った不登校児童生徒及び不登校の可

能性のある児童生徒
４．回 答 者 川崎市立小学校・中学校の管理職及び支援教育コーディネーター
５．回 答 数 小学校114校、中学校52校
６．回答方法 GIGA端末を活用したGoogleフォーム
７．調査期間 令和４年７月〜８月



３ 本市の取組 ①別室での指導に関する調査の実施
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別室指導に関する調査結果（成果）

 別室指導を通して改善したこととして、小・中学校ともに、「登校への不
安・緊張」が最も多く挙げられた。

57%

36%

63%

50%

59%

62%

43%

51%

93%

59%

67%

75%

51%

69%

65%

49%

39%

96%

学習への苦手意識・意欲

基本的な生活習慣

悩みの相談やSOSの発信

周囲の人との関わり方

学級担任等、教員との関係

教室復帰への意識

自分の特性との向き合い方

学級とのつながり

登校への不安・緊張

改善したこと、改善が期待できそうなことと回答した割合

小学校割合
中学校割合



３ 本市の取組 ①別室での指導に関する調査の実施
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別室指導に関する調査結果（成果）
 小学校においては、別室指導を受けた約半数が、翌年度、教室に復帰し
ている。
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３ 本市の取組 ①別室での指導に関する調査の実施
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別室指導に関する調査結果（課題）
 小・中学校ともに、別室指導を行うための人的配置が大きな課題
 また、中学校においては、約7割が別室指導の学習内容とその評価の在り
方を課題と考えている。

 さらに、一部の学校では、教室不足や別室指導を行う諸室の環境面を課題
として挙げた。

51%

80%

69%

49%

41%

49%

69%

38%

43%

72%

64%

46%

30%

42%

校内協力体制の構築
担当教員の授業時数調整

別室設置のための担当教員の配置
人員不足で対応できていない児童生徒への対応

利用する部屋の確保
施設・設備の充実

学習内容とその評価の在り方
別室指導で課題と考えていること

小学校
中学校

人的配置が
大きな課題



３ 本市の取組 ②ICTを活用した学習支援の実施
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 登校が難しい児童生徒に対して、オンライン学習システムを導入し、不
登校児童生徒本人及び保護者の希望に基づき貸与

 また、オンラインによる授業配信等を各学校の実態に応じて実施してい
るが、教員のスキルが異なる等の課題がある。

 今後、更なる有効活用に向けて、効果・検証を実施するとともに、課題
解消に向けた検討を進める。

参考 オンライン学習システムの貸与イメージ

②利用希望

③アカウント貸与

①アカウント貸与

教育委員会 学校 本人及び保護者



３ 本市の取組 ③ゆうゆう広場の現状把握
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 本市の教育支援センターとして、不登校児童生徒の集団生活への適応や
情緒の安定など、学校や社会への復帰を支援する施設として市内６箇所
に設置

たま
たかつ

さいわい

みゆき

あさお なかはら

参考 ゆうゆう広場の配置状況

教育支援センター
不登校児童生徒の集団生活への適応、情
緒の安定、基礎学力の補充、基本的生活
習慣の改善等のための相談・指導を行う
機関



３ 本市の取組 ③ゆうゆう広場の現状把握
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ゆうゆう広場の登録者数

 ゆうゆう広場の登録者の総数は減少傾向にある。
 校種別にみると、小学校は増加傾向だが、中学校は大幅に減少している。

30 31 34 37 52
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154 144 137
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小学校 中学校 ※R4は1月時点の数値

（人）ゆうゆう広場の登録者数



３ 本市の取組 ③ゆうゆう広場の現状把握
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ゆうゆう広場の一日当たりの平均利用者数

 ゆうゆう広場の一日当たりの平均利用者数は、減少傾向にある。

（人）
１日当たりの平均利用者数の計

29.8 

32.7 

22.7 

19.2 19.4 

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0
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※R4は1月時点の数値



３ 本市の取組 ③ゆうゆう広場の現状把握
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ゆうゆう広場利用者あてアンケート結果
 ゆうゆう広場利用者（中学生）の約７割が「勉強のこと」で困っている。

70.7%

48.8%

36.6%

19.5%

26.8%

12.2%

勉強のこと

朝起きられないなどの生活リズム

友達とのかかわり

時間に余裕がないこと

学校のきまりやルール

先生とのかかわり

困っていること・困っていたこと

勉強に困ってい
る割合が高い



３ 本市の取組 ③ゆうゆう広場の現状把握
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ゆうゆう広場利用者あてアンケート結果
 ゆうゆう広場利用者（中学生）は、ゆっくり丁寧に勉強を教わることを
求める割合が高い。

ゆっくり丁寧に
勉強を教わるこ
とを求める割合
が高い

できるといい学習方法

66%

56%

37%

37%

ゆっくり丁寧に勉強を教わる

個別に勉強を教わる

人数の少ないクラス（グループ）で
勉強する

ＰＣで説明動画・練習問題


